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アジアにおける日本の国際文化交流と人材育成

杉 村 美 紀

要旨

今日、アジアの高等教育は多様化・民営化が進み、あわせて国際化への動きとして留学
生政策が活発化している。しかし同時に、マレーシアの事例にみるとおり、留学生移動が
生む多文化化とそこで生じる「新たなナショナリズム」の問題に伴う社会変容が生じている。
そのことは、単に交流の機会を増やせば相互理解や協力が深まるというのではなく、交流
が行われる国や地域の持つ社会の特性や文化状況、またその時々の政治・経済状況を反映
して、様々な文脈のなかで国際文化交流が行われるべきであることを示唆している。日本
においても、日中韓による大学間交流「キャンパス・アジア」構想が議論され、国際連携
による人材育成が注目を集めている今日、各国の歴史・文化の多様性とそれに基づく国家
の高等教育制度の自律性を尊重しつつ、今日の知識基盤社会におけるアジアの持続的発展
のために、地域全体を視野に入れた「グローバル人材」を国際文化交流を通じて育てるこ
とが求められている。

はじめに

今日、アジアでは、高等教育における留学生政策が政治的経済的戦略として活発に展開
されるようになっている。留学生は知識基盤社会の実現と国家発展を目指すうえで重要な

「国際人材」、すなわち専門的知識や技術をもち、多様な文化的背景のもとに国際社会で活
躍できる人的資源とみなされ、各国は留学生の獲得と活用を競いあっている。特に、高等
教育の多様化、民営化とともに改革の柱として導入された国際化は、より多くの留学生を
獲得することで国際社会におけるプレゼンスをあげようとする国際競争を加速させている。

しかしながら、実際に留学生政策が活発化しているのは、かつてのような国を代表する
ごく少数のエリート中心の留学とは異なり、留学するだけの経済的余裕をもつ「普通の
人々」が国境を越えて盛んに行きかうようになったからである。今日、世界の留学生の９
割を占めるといわれるこうした私費留学生は、自分の意志により他国で学んでみたいと思
う個人であり、自分のキャリア形成にはどの教育機関のどのような教育プログラムを履修
し、どのような学位や資格を取得すべきかを柔軟に考えている。

こうした状況の中で、アジアにおける留学生移動の実態はどのようなものであるのか、
またそうした状況の下で、今日の日本にとって、「人材育成」はどのような観点からとら
えられているのかということを、留学生の国際移動の潮流と、それに対する日本の留学生
政策の動向、ならびに日中韓三カ国で議論が開始されている大学間交流「キャンパス・ア
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ジア」構想に照らして考察する。

1．国際文化交流と留学生移動の潮流

高等教育の国際化が進み、国際文化交流の一環として展開される留学生政策は、今日、
自国の留学生を送り出し、あるいは外国人留学生を受け入れることによって、人材の育成・
確保を図る国家発展戦略として位置づけられている。そこには、かつてのように、相手国
との相互交流や相互理解・友好関係を育むものという意味づけだけではなく、いかに留学
生を送り出し、あるいは受入れるかによって、国際文化交流の拠点としての自国の位置づ
けと国際社会におけるプレゼンスを確保するという観点が盛り込まれている。

こうした留学生政策は労働力確保のための重要な施策でもある。しかも、そうした国際
的な人材争奪戦は、かつてのように留学がそのまま自国の人材の損失になってしまうとい
う「頭脳流出」という発想ではなく、たとえ留学生が修業後もそのまま国外で活躍するこ
とになったとしても、自国との間のパイプ役として貢献してもらえれば良いとする「頭脳
還流」という考えに基づき、留学生の送り出しや受入れをより柔軟にかつ戦略的にとらえ
ている点に特徴がある。

（１）「英語留学」の新たな留学ルート
今日の留学生政策が展開される背景には、「普通の人々」が様々な移動を展開し、それ

に対して各国政府が政治的経済的戦略をとっているという状況がある。しかも、今日の留
学生移動は、かつてのように南側諸国から北側先進諸国に技術や知識、学位や資格を求め
て一方的に移動するだけでなく、多様化しているのが特徴である。たとえば中国および韓
国からの「英語留学」はその一例である。両国における英語学習および英語によるプログ
ラムへの関心は大変強く、近年では、高等教育のみならず中等教育段階、さらには初等教
育の段階からも英語圏へ留学する人々も登場するようになった。小中学校の段階では親が
付き添って留学する事例も多く、韓国では母親が子どもに付き添って一緒に留学し、父親
は韓国に残って仕送りをすることで留学生活を支える「雁家族」とよばれる例や、教育の
ために家族全員が海外へ移住する「教育移民」とよばれるケースも登場している。その留
学先は、アメリカ、カナダ、ニュージーランド、オーストラリアなど英語圏が中心である
が、ここ数年、新たなルートが広がり、欧米に比べて安い経費で英語を学ぶことができる
という目的から、フィリピンやマレーシア、シンガポール等に英語留学をする事例もみら
れるようになっている。

（２）アジア域内にみられる新たな留学生移動　
留学生移動の多様化は、アジア域内の移動にも起きている。森川裕二（2006）がユネス

コの文化統計資料を基に、アジアからの留学生数を経年変化で解析した結果によれば、東
アジア（ASEAN＋中国、韓国、日本）各国から出国する留学生総数は確かに増加してい
るが、他方、日本、中国を主要な受入れ先とする東アジア域内の留学生移動は、アメリカ
への留学の増加率を上回っており、「従来のアメリカ留学に過度に傾斜した従来の構図から、
東アジア域内に分散する動きがみられる」と分析している1。



33

アジアにおける日本の国際文化交流と人材育成

1 森川裕二（2006）「留学生交流」毛里和子・森川裕二編『東アジア共同体の構築４：図説ネットワー
ク解析』岩波書店、2006年、228–229頁。
2 杉村美紀（2008）「アジアにおける留学生政策と留学生移動」『アジア研究』第54巻第４号、アジア
政経学会、10–25頁。
3 De Wit, Hans, et al. (2008). The Dynamics of International Student Circulation in a Global Context, Sense Publishers, 

the Netherlands, pp. 242–249.
4 杉村美紀（2010）「高等教育の国際化と留学生移動の変容：マレーシアにおける留学生移動のトラン
ジット化」『上智大学教育学論集』第44号、37–50頁。

また杉村美紀（2008）は、1980年代には中国からアメリカへの移動の他、韓国と日本か
らアメリカへ、あるいはASEAN（東南アジア諸国連合）の国々からアメリカやオースト
ラリアへといった英語圏の先進国への移動が中心であったのが、1990年代の半ばになる
と、アメリカをはじめとする欧米先進国への留学数は引き続き増加する一方で、中国から
マレーシアといったアジア域内の新たな動きがみられるようになると同時に、中国と日本、
韓国と中国、韓国と日本といった東アジア域内の移動が活発化していると述べている2。

　
（３）アジアとアジア域外との留学生移動
一方、アジア諸国の留学生移動は、アジア域外との交流とも関係している。たとえばエ

ジプトにおける留学生の出身国はマレーシア、シリア、インドネシアといった国々が中心
となっており、地理的・宗教的な要因が留学生移動に関係していることを物語っている3。
また、マレーシアは、中国、インドネシア、ベトナム、ドバイに海外教育プロモーション
事務所と呼ばれる拠点を設け、マレーシアの文化広報活動と海外からの学生のリクルート
を展開している。ここには、知識基盤社会を目指し、トランスナショナル・プログラムを
通じて高等教育の拡充と人材育成を図り、国際競争力を強化するというマレーシアの高等
教育戦略の方向性が反映されている。

しかしながら、こうしたマレーシアの国際化戦略は、実際にマレーシアに来る留学生の
個人的な目的とは異なっている。留学生にとってマレーシアは最終目的地ではなく、マレー
シアのトランスナショナル・プログラムを利用し、比較的安い費用で英語を習得した上で、
イギリスやアメリカ、カナダ、オーストラリアなど欧米の英語圏に再留学することを狙う
留学生が増加している。この傾向は、近年増加しつつある中東やアフリカ諸国からの留学
生にみられる。言い換えれば、中東やアフリカがアジアを介して欧米と結ぶ留学生移動の
トランジット・ポイントとなっているのである。こうした状況は、マレーシアの留学生政
策にとって、さらに複雑な構造を生み出す。すなわち、マレーシアにおいて、高等教育の
国際化はたしかにマレーシアへの留学生増加を生み出し、アジアにおける新たな国際交流
拠点となる可能性を高める。しかしながら、それはマレーシアにとっての人材獲得に直結
するのではなく、留学生は一時期マレーシアに滞在するものの、数年後には欧米の先進国
へとふたたび移動していくため、マレーシアは北側欧米諸国留学へのトランジット・ポイ
ントとなっているのである4。
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5 たとえば、中国人留学生の帰国奨励政策として、中国は、「国民経済および社会発展に関する第10次
五カ年計画」（2000）のなかで、中国人留学生の送り出しとともに留学生の帰国と中国本国での就業・
企業を奨励することを提示している。また2001年に中国人事部、教育部、科学技術部、公安部、財政部
が発表した「海外留学者の多方面での国家事業への貢献に関する意見」でも、帰国留学生に対する優
遇措置に触れている。この結果、帰国留学生、特に高度な特殊専門技術者・研究者を中心として、中国
での新技術開発事業への優遇措置、社会保障の特別待遇、子女教育に対する配慮など、その厚遇ぶりは、
単に帰国留学生の企業活動にとどまらず、福利厚生全般にまで及んでいる。
6 「米国見限る元留学生たち」『朝日新聞』2009年8月3日付。
7 トランスナショナル・プログラムとは、国境を越えた提携によって運営・実施されるプログラムで
あり、具体的なプログラムとしては、自国と提携国の間で一定期間ずつ学ぶツイニング・プログラムや、
一方の国の教育機関が、教育内容や教育方法をパッケージとして提供するフランチャイズ・プログラム、
一つのコースで修了時に両方の学位が取得できるダブル・ディグリー・プログラム、遠隔地教育などが
含まれる。

2．留学生移動の背景

以上述べた留学生移動の多様化の様相をみると、その背景には複数の要因が指摘される。
まず第１に、留学先の教育機関が提供するプログラムの質やその評価、卒業後の就職機

会とのつながりに左右されていることである。アメリカへの留学は引き続きアジア諸国に
おいて圧倒的な人気を博していることは言うまでもないが、そこには多様で国際的に評価
の高い高等教育機関が多くあり、かつ卒業後の就業や進路選択の幅が大きいことが背景に
あるといえる。

もっともアメリカにおけるアジア出身の留学生の移動動向については、ここ４、５年の
間に「新たな頭脳流出問題」が起きている。従来、アメリカで学ぶインド人および中国人
留学生は、卒業後もアメリカに残留・就職する例が多かったが、最近では、アメリカでは
就職せず、それぞれ母国に戻って起業をしたり技術者として働く「母国回帰」現象が進ん
でいる。この背景には、留学先には欧米の教育機関を選んでも、実際のビジネスチャンス
は中国やインドにあるという考え方がある。元留学生の中国やインドへの帰国率を調べた
調査によれば、1991年に中国人で留学後に帰国したのは全体の１％、インド人は０％だっ
たのに対し、2000年にはいって帰国者が増え始め、2007年には中国人、インド人ともに
17％が帰国したといわれる。ここには、中国やインドの経済成長の伸びとそれに伴う留学
生帰国奨励政策5と、経済危機に直面したアメリカとの間で、巧みに移動する留学生の戦
略がみられる6。

第２に英語学習を求めるアジア諸国への留学は、諸外国の教育機関と連携して教育を行
うトランスナショナル・プログラム7の普及によるところが大きい。アジアにおけるトラ
ンスナショナル・プログラムの特徴は、欧米の教育機関との提携により英語を享受言語と
するプログラムである点にあり、進学や就職に有利な英語と技能・資格を身につけたいと
いう留学生のニーズに適うものとなっている。

アフリカ諸国からマレーシアを経て第三国に向かうトランジット型の留学生移動も、単
位互換や二重学位などを通してトランジットを可能にするトランスナショナル・プログラ
ムの有無が大きな要因となっている。タン（2010）が行ったマレーシアにいるナイジェリ
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8 Tan, Irene Ai Lian (2010). “An Exploration of African Students in Malaysia.” 杉村美紀（研究代表）『アジア・
オセアニアにおける留学生移動と教育のボーダーレス化に関する実証的比較研究』（2007–2009年度文部
科学省科学研究費補助金研究・基盤研究B・海外学術調査最終報告書）、2011年1月、137–144頁。
9 「米留学　尻込み」『朝日新聞』2009年12月11日付夕刊。

アやウガンダ、ボツワナ、ケニア、タンザニアなどからのアフリカ人留学生の調査によれ
ば、アフリカ人学生がマレーシアを留学先として選ぶ第１の理由は英語で教育が受けられ
ることであり、その他、マレーシアがアメリカ、イギリス、オーストラリアなどへのトラ
ンジット・ポイントとなっていること、留学仲介業社の勧め、マレーシア社会の安定性と
いった順序になっている8。

第３に、アジア域内での留学生移動が活発化している背景には、このトランスナショ
ナル・プログラムの影響もさることながら、出身国との経済交流の活発化、さらには
ASEAN域内の大学連携にみられるような地域統合の影響など政治や経済的要因と地理的
要因が関係している。

さらに第４の点として、地理的要因に加え、エジプトに向かうマレーシア、シリア、イ
ンドネシアからの移動に示されるとおり宗教的な要因も付加されている。この宗教的要因
は、マレーシアにおける中東諸国やインドネシアやモルディブからの留学生移動にもあて
はまる。留学生獲得競争を展開するアジア諸国のなかで、中国や韓国、シンガポール、タ
イのいずれにもないマレーシアの特徴はイスラームを国教として文化的基盤においている
という点であり、特に、2001年の同時多発テロ以降、イスラーム圏からアメリカへの留学
は、ビザ規制の強化から出入国管理が強化されるようになったことをうけ、マレーシアの
ようなイスラームを基盤とする国や地域への留学が注目されるようになった。

3．国際移動時代の日本の人材育成

（１）日本人学生の内向き傾向と留学者の減少
以上述べたように、アジアにおいては、アジア域内外との交流も含みながらさまざまな

要因のもとに留学生移動が起きている。そのなかで特徴的なのは、日本人留学生の留学動
向である。2007 ／ 2008年度の場合、日本人学生のアメリカ留学は第４位で33,974人（同
5.4％）となっており、引き続き数の上では多くの日本人留学生がアメリカで学んでいる
が、前年度からの伸びをみると、他国とは異なりマイナス3.7％と減少に転じている。実
は日本人留学生のアメリカ留学が減少に転じたのは、1990年代末のことであり、1997年
の47,000人をピークに減り続け、2007年には34,000人となった。日本人留学生の数自体は、
たとえば2005年では約80,000人と10年前に比べて1.3倍になったが、アメリカ留学は1997年
には全留学生の75％を占めていたのが、2005年には５割弱になった。留学するにしても、「競
争が厳しい」という印象のアメリカではなく、カリキュラムが緩やかな国や地域を希望し
たり、英語が母国語でない国を希望する学生もいるという9。

さらにここ数年では、留学生数全体も減少しており、文部科学省が、OECD等における
2008年統計をもとに集計海外の大学等に留学した日本人は各国・地域で約67,000人となっ
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10 文部科学省「日本人の海外留学者数について」（平成22年12月22日）。http://www.mext.go.jp/b_menu/

houdou/22/12/__icsFiles/afieldfile/2010/12/22/1300642_1.pdf（2011年3月14日閲覧）。
11 文部科学省科学技術・学術審議会人材委員会第45回（2008年10月27日）。http://www.mext.go.jp/b_

menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/siryo/attach/1289476.htm（2011年3月12日閲覧）。
12 注11と同じ。

ており、前年が約75,000人であったことを考えると、対前年比約11％の減少となっている。
その内訳は、アメリカ合衆国（29,264人）、中華人民共和国（16,733人）、イギリス（4,465人）
であった。さらにアメリカのInstitute of International Education （IIE）による「Open Doors」
の発表（2010年11月15日付）によると、2009年のアメリカ合衆国での日本人留学者数は
24,842人にまで減少している。ここには、近年、日本社会において問題視されている若者
の「内向き志向」が見え隠れしている10。

（２）留学生・研究生の受入れと送り出しによる人材育成策
こうした状況に対し、文部科学省が組織した科学技術・学術審議会の人材委員会は、

2008年10月に発表した「国際化に対応した人材育成方策について」のなかで、次世代を担
う人材育成方策として、国際化に対応し、かつ社会の多様な場で世界をリードする研究人
材の養成政策を提案している。すなわち、我が国が世界をリードする科学技術水準を保持
し続けるためには、研究人材の国際的好循環の一翼を担うための方策として、優秀な外国
人留学生及び外国人研究者の受入れ制度を強化するとともに、日本から海外への日本人学
生の留学及び日本人研究者の派遣の拡充など、国際化・グローバル化という観点からの人
材養成・確保が重要であるとしている。そして、海外の研究機関、国際企業への就職の促
進策、ならびに海外で優れた実績を上げた日本人研究者を呼び戻すための方策についての
検討を提言している11。こうした主張は、2007年11月に示された総合科学技術会議による

「大学・大学院の研究システム改革〜研究に関する国際競争力を高めるために」においても、
日本が研究人材の国際的循環の一つのコアとして国際的に認知されるように、日本の人材
の海外での活躍、我が国の研究水準の海外への発信力の強化し、我が国の研究人材の海外
での活躍の場を拡大していく、という形で指摘されている。具体的には、1）博士課程在
籍者の１割程度を１年間留学させる、2）英語による授業を標準とする等により、国際的
な研究者コミュニテイで自己主張できる人材を早くから養成することを目指す、3）学生
の海外派遣、4）若手研究者の国際学会での発表等の支援の拡充、5）研究者の海外での就
職支援等を挙げている12。

このように、日本における高等教育の国際化は、日本人学生の内向き志向という現状を
背景に、今日、多くの高等教育機関が留学生や研究生の積極的受け入れと日本からの送り
出しを通じて国際文化交流を実施しようとしているのが実態である。こうした状況は、同
じ東アジアの国々ながら、海外留学者数が急増している中国や韓国とは異なり、日本人学
生や研究者の目を国際社会にいかに向けさせていくかということを求めている。

（３）国際連携を通じた人材育成政策の模索――日中韓の「キャンパス・アジア構想」
一方、日本が打ち出しているもうひとつの人材育成政策として、国際連携による留学生
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13 アジアにおける国際連携の具体例については、杉村美紀・黒田一雄（研究代表）（2009）『アジアに
おける地域間連携教育フレームワークと大学間連携事例の検証』（文部科学省平成20年度国際開発協力
サポートセンター・プロジェクト）を参照。同報告書は、http://www.scp.mext.go.jp/archives/pdf/erasmus/

all.pdfに全文が掲載されている。
14 「第1回日中韓大学間交流・連携推進会議」（概要）。
15 ムン・ウシク、伊藤元重「キャンパス・アジア：日中韓の学生交流が新時代の人材を育てる」『NIRA』

（2011年２月、総合研究開発機構）所収の対談による。白石さや（2008）は、そうした複数の地点を経
由する留学生移動を「環流する遍路型モデル」と表現し、従来のような中心の大学に留学生が周辺から
集中する「メッカ巡礼型モデル」と区別している。「環流する遍路型モデル」は、「どこを起点としてど
こを終点としてもかまわない、開かれたモデル」であり、「国境を越えて開かれた地域共同体が想像さ
れる可能性」を持つものであるとする（白石さや（2008）「どこから？どこへ？——遍路札所を結ぶア
ジア・太平洋の高等教育ネットワーク構築」『アジア研究』第54巻第4号、44–55頁）。

政策と国際交流の促進がある。これは、前述の留学生の送り出しと受け入れが、基本的に
は「日本からの送り出し」と「日本への受け入れ」という日本と留学関係国との間の直線
的な関係を軸とするものであるのに対し、国際連携と交流という形態をとることにより、
二国間のみならず三カ国以上の間の留学生移動を軸として展開する人材育成政策である。

アジアにはすでに、ASEAN域内の大学連合プログラム（ASEAN University Network: 
AUN）やアジア太平洋大学交流機構（University Mobility in Asia and the Pacific: UMAP）の
ように、地域連携教育のフレームワークが始動しているほか、個別の大学相互の間で様々
なトランスナショナルなプログラムが展開されている13。こうした地域教育交流を背景に、
現在、日本と中国、韓国の東アジア三カ国間で議論が始まっているのが、大学間交流・
連携推進事業「キャンパス・アジア（Collective Action for Mobility Program of University 
Students: CAMPUS Asia）」構想である。同構想は、2009年10月の第２回日中韓サミットに
おいて、鳩山由紀夫前首相（当時）より、大学間での単位互換や交流プログラムの推進の
ための有識者会議の設置、ならびに大学間交流強化のための国際シンポジウムの開催が提
案され、それを受けて、2010年４月に開催された第１回日中韓大学間交流・連携推進会議
において「キャンパス・アジア」構想とすることが決まった。また2010年５月の第３回日
中韓サミットでは、ASEAN等への拡張を視野に入れた同構想の早期実現について意見の
一致をみており、2010年８月には、大学間交流ワーキンググループ、質保証ワーキンググ
ループ、質保証機関協議会が開催された。「キャンパス・アジア」の趣旨は、「学生・教員
の移動の活発化、経済活動の一体化が進展する中、地域全体を視野に入れた人材育成を実
行するためことが不可欠」という考えにたち、日中韓三カ国の間で、東アジアの高等教育
の発展のため、各国の質保証システムを国際通用性や国際展開の観点から整理するととも
に、交流を推進することの必要性をふまえて提案されたものである14。
「キャンパス・アジア」は、もともとはヨーロッパで展開されている学生・研究者交流

のプロジェクト「エラスムス・ムンドゥス（Erasmus Mundus）」の影響をうけており、複
数の大学の学位を同時に取得できるダブルディグリーやジョイントディグリーの導入や、
将来的にはアジア以外の学生も組み入れた多様な文化の学びの場を構築することで、大学
を国際化することが期待されている15。
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16 杉村美紀（2009）「マレーシアにおける高等教育の国際化と教育の質保証」『上智大学教育学科論集』
第43号、53–66頁。

この「キャンパス・アジア」構想を実施するうえで重要となるのは、連携プログラムに
おいてどのような人材を育てたいのかというビジョンであり、それに基づいてプログラム
の質をどのように保証していくかということである。大学間連携プログラムが含まれる高
等教育におけるトランスナショナル・プログラムは、今日のアジアにおける高等教育の変
容の過程で重視されるようになったものである。こうした大学間や地域間連携には、国際
教育市場における国家間の効率性と競争を重視したものである場合と、そうではなく、高
等教育の新たなあり方を模索するモデルとして各高等教育機関が個別に連携を結ぶものが
ある。また実際に、連携プログラムを実践する場においては、それが複数の高等教育機関
の教育・研究体制を基盤として行われるなかで、必ずしも学位取得だけを目指すものばか
りではなく、グローバル・イシューや当該地域の問題に特化した取り組みなど、問題解決
型のプログラムも多く含まれており、アジアの共通基盤形成につながるプログラムが展開
されている。そこでは、旧来のバイラテラルな二者間の交流と比べ、より複眼的な思考や
考え方をもった人材が育つことが期待されよう。

（４）国際連携と国家のオートノミーの課題
「キャンパス・アジア」構想を実現するためには、留学生移動が活発化するなかで、実

際の主役である「留学生」を域内の共同プログラムによってどのような人材としてとらえ、
それをどのように育てるかというビジョンが必要である。特に「キャンパス・アジア」で
は、将来的にはアジア以外の学生も含め、「地域全体を視野にいれた人材育成」が期待さ
れている。そこで目指される「グローバル人材」とは何かという点は、本プロジェクトの
枠組みを決めるうえでも大変重要なものであると考える。

しかしながら、そのためには、各国のもつ政策の色合いや留学生政策に対する意図の違い、
ならびに留学生個々人がもつ文化的背景や価値観が異なるなか、大学間連携によって育て
るべき地域の人材像と問題意識を共有しておくことが求められる。それらは、トランスナ
ショナルなプログラム連携を図るうえで必要な出入国管理制度や実施言語、単位認定とカ
リキュラム調整、質保証、プログラムの運営と人的基盤といった課題ともかかわる。これ
らの課題はいずれも、トランスナショナル・プログラムへの参加国・地域および参加教育
機関のオートノミーと深く関係している。特に、国際競争力を高めるための国際化の取り
組みが、各国や機関本来の体制やシステムに影響を与えることになった場合の問題は複雑
である。　

たとえば、トランスナショナル・プログラムに伴う教授用語としての英語の導入が、そ
の国や地域・参加教育機関の言語政策や教育プログラムならびに国家課題である国民統合
問題にどのような影響を与えるかといったことはその一例であろう（杉村2009：62–64）16。

「キャンパス・アジア」構想においても、プログラムをどの言語で行うかという問題は、
大きな焦点となっている。プログラムを早急に実施するためには、英語によるプログラム
の実施が鍵になるといわれるが、他方、日本語、中国語、韓国語というそれぞれの国の言
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17 ムン・ウシク、伊藤元重「キャンパス・アジア：日中韓の学生交流が新時代の人材を育てる」（前掲
資料）に掲載の対談による。
18 注17と同じ。
19 平野健一郎（2006）「国際移動時代のナショナリズムと文化」『インターカルチュラル』第４号、日
本国際文化学会年報、2–22頁。
20 「東アジア高等教育質保証国際シンポジウム議長声明」2011年９月30日。

語で実施されるプログラムをどのように位置づけるかも重要な課題であるといわれる。実
際、ヨーロッパの「エラスムス・ムンドゥス」では、４〜５カ国語を話す学生も多く、さ
まざまな言語を勉強できることも、こうしたプログラムの付加価値であるというとらえ方
もある17。その際、日中韓三カ国それぞれの国際教育政策がどのように絡み合うのかとい
う点が、プロジェクトを行ううえでの要点となると考えられる。特にアジアの場合は、各
国の教育省がそれぞれの国の履修規定や学事規定を厳格に規制している。たとえば、韓国
の教育科学技術部は、履修単位の80〜90％は韓国で取得しなければならないという規定を
定めており、そのことは、キャンパス・アジアで目指されるようなダブルディグリー・プ
ログラムの実施を不可能にしてしまうからである18。

平野健一郎（2006）19は、こうした国際移動に伴うナショナリズムの問題の重要性を指
摘している。平野によれば、ナショナリズムには「①国境を越えて『出ていく』人々のナ
ショナリズム、②国境を越えて『入ってくる』人々のナショナリズム、そして③国境のな
かに留まる人々のナショナリズム」があり、ヒト、情報、モノ、カネが通過して国境に無
数に穴のあいた状態になる「国境の多孔化（porous borders）」が、「ヒトの国際移動を増大
させ、増大する人の国際移動が国境をさらに多孔化させる、という相互亢進関係にある」
と論じている。そして、「多孔化」によって、「相互理解と友好」が生まれる可能性がある
一方、「相互反発と排斥、敵対の関係を結果する危険性」もあり、「その微妙なバランスの
上に、今、人々の間に新しいナショナリズム感覚が生まれつつあるように思われる」という。

この論点は、今日の留学生移動が、国家が定めた計画やルートだけではなく、個人の意
志によって選び取られていることをふまえると一層複雑である。留学生の移動先が一つに
定まらず、留学生が複数の社会に跨って文化接触を経験することになる場合、「国境の多
孔化」による「現代ナショナリズム」も、それ自体が場所と時間を経ながら、接触する地
域との関係性のなかで変容していくことになるからである。現代における留学生移動は、
一方で新たな人の流れを生み出しながら、他方で「現代ナショナリズム」を新たに生じさ
せ、不安定要因を増やすことにもつながりかねない。

この意味で、2011年９月に行われた「東アジア高等教育質保証国際シンポジウム」に
おいて、議長声明の中で、「大学間交流を活性化し、個別の交流プログラムを進める上で、
各国の大学で学位、単位等に関する制度について、各国の歴史・文化の多様性を尊重しつ
つ、情報の可視化を進め、共通認識の醸成を図ることが重要である」と指摘されたことは、
大きな意義をもつものといえる20。
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まとめ　「グローバル人材」の育成と国際文化交流の今日的課題

留学生移動が生む多文化化とそこで生じる「新たなナショナリズム」の問題は、留学生
交流という国際文化交流が持つ今日的課題を提示している。すなわち人の国際移動が多様
化した今日、国際文化交流が持つ意義は、単に交流の機会を増やせば相互理解や協力が深
まるというだけではなく、交流が行われる国や地域の持つ社会の特性や文化状況、またそ
の時々の政治・経済状況を反映して、どのような文脈のなかで交流が行われるかという視
点が、従来以上に重視されるべきである。

その際に留意すべきことは、考慮されるべき文脈が複数あるということであろう。従来
の留学生移動のように、送り出し国と受け入れ国という二地点の関係でとらえられる場合
には、少なくともその二地点相互の文脈を考えることが必要であった。しかしながら、今
日のように、従来にはなかった南側諸国間の移動や、トランジット型移動のように三地点
以上を経由する留学生移動が登場してくると、そこで考慮される変数も二地点のものでは
不十分である。今後、「キャンパス・アジア」構想など、アジア域内の大学間交流・連携
プログラムが具体的なかたちで展開されるにあたり、そこで育成される人材は、特定の国
家にとっての人材という狭い意味にとどまらない、まさに「グローバル人材」である。国
境を越えた人や文化の移動が加速的に進む今日、そうした人材観はいずれの国家にとって
も重要であり、かつ追求されるべき課題であるが、同時に、そうした「国際人材」の育成
を深めるためには、国際文化交流が引き起こす社会文化変容とそれへの対応を視野に入れ
ることが必要不可欠であると考える。


